	石けん製造業


24年の前半は、23年の東日本大震災以降低迷した生産、出荷、消費の反動により、販売数量及び金額が増加した。しかし、後半は失速し年間では前年並みの水準で推移した。12月以降、円高修正により原材料の輸入価格は高まり、多くの企業では収益の悪化を懸念している。
業界概要　　　
石けん製造業界は、化粧石けんと洗濯用石けん（粉末）でメーカーが異なり、化粧石けんは中小メーカー、洗濯用石けんは大企業メーカーというような棲み分けがあり、中小メーカーが主体の日本石けん洗剤工業組合と大手メーカーが主体の日本石鹸洗剤工業会の２団体が全国組織として設立されている。

石けんは、牛脂、豚脂、ヤシ油、パーム油等の植物性天然油脂を主原料にして、カセイソーダ液で沸騰させて（けん化）製造されるが、洗剤および身体洗浄剤（シャンプー、ボディシャンプー等）は、高級アルコールやアルキルベンゼン等の石油系及び天然系の界面活性剤を使用して製造され、大規模な製造設備が必要になるため大企業が多くなっている。固形石けんは、量産効果が比較的小さいのに対し、洗剤等の業界は大手５社が全生産量の８割以上を占有し寡占化している。

石けん業界は、洗剤ほど寡占化は進んでおらず、中小メーカーが主体となっており、大手メーカーの一部は、化粧石けんの製造から撤退している。大手メーカーや百貨店は、自社ブランド製品の生産を中小メーカーに委託しており、スーパーや生協などもＰＢブランド商品として中小メーカーに生産を委託している。

身体用洗浄を用途とする化粧石けんや洗浄剤は、肌を傷めない成分とするため薬事法の規制があり、厚生労働省の化粧品製造業許可が必要で、定期的に検査が実施され、安全性が確認されている。一方、洗濯用洗剤は、経済産業省の管轄となっている。
大阪の地位
日本において石けん製造は明治初期に始まり、その後、海外からの技術を吸収しながら各地で製造工場が作られ、明治10年頃には輸出産業に発展した。大阪の石けん製造業は、明治初期から大阪港や神戸港を通じて東南アジアから石けん製造原料を輸入することができ、大阪が大消費地でもあることから、全国の中心的な位置を占める産業として発展してきた。

大阪における石けん・合成洗剤製造業界は、事業所数42、製造品出荷額等979億6,300万円で、全国に占める地位は、ともに14.2％となっている。（経済産業省『工業統計表（細分類）』、大阪府統計課平成22年大阪の工業、従業者数４人以上）。大阪の石けん、洗剤業界は、固形石けん専業メーカーや手作り石けん専業メーカー、液体洗浄剤と石けん製造を行っているメーカーがあるが、全体としては石けん製造が主流である。
需要は弱含み
需要面では、23年の東日本大震災発生時に、一部のメーカーの生産、出荷が滞ったことや、関東、東北で消費が低迷したことへの反動がみられ、24年の前半は、販売数量、金額が増加したものの、後半は失速した。平成24年の全国の石けん（浴用・固形／手洗用・液体／その他）の生産数量、販売数量、出荷金額は、それぞれ10万9,854トン、13万7,373トン、591億6,700万円で、前年比はそれぞれ６～８％減となっている。

石けんの需要が弱含みである背景は、長引く消費低迷、冷夏や厳冬の気温の影響、若者などの消費志向の変化、社会の変化に伴う盆、暮れ、冠婚葬祭時の贈答品需要の減少などである。また、石けん等の日用品は、スーパーや全国展開の薬局チェーン等の特売品としても販売されており、大手メーカー間の価格競争も激しく、末端小売価格は不安定となっている。長引く消費不況による価格下落の影響もあり、下請け製造単価は低下しており、中小メーカーの収益を圧迫している。

このため、これまで、一個の価格が通常の５倍以上するような、固形石けんの高付加価値化に活路を求め、身体からの脱臭や健康維持を図る新商品が開発され、売り上げ急増と高収益をもたらす状況がみられ、販売方法もスーパー、百貨店、薬局などの店頭販売からネット販売への展開がみられた。21年、22年には年間１千万個のヒット商品がうまれるなど、業界全体で生産量の増加、販売額が増加する状況をもたらし、特需（茶などの抗菌、香りなどの成分入り石けん需要）がみられた。しかし、22年春に原料の小麦成分に起因する肌へのアレルギー問題が発生した影響もあり、23年春の自主回収以降、製造原料からアレルギーを発症する成分が除外されたものの、企業のなかには、15％以上と大幅に売り上げが減少し回復に至っていないところもある。上記の需要動向を受け、24年の固形石けんの生産数量、販売数量、出荷金額は、前年比13～14％減となっている。

これに対し、洗顔・ボディ用身体洗浄剤は、若者の消費嗜好の変化やゴルフ場などの共同浴場での消費の拡大を受けて、販売数量・出荷金額共に増加しており、24年の生産数量は前年比4.6％減であったものの、販売数量と出荷金額は、それぞれ3.7％増、16.6％増であった。
原材料の値上がりにより収益は悪化　
24年12月以降の円高修正は、原材料の輸入価格の引き上げにつながり、製造原価を圧迫する要因となり、原価の上昇分を価格に転嫁しにくい日用品であることから、収益は悪化している。

このため、上記の状況に対し、一個売りから３Ｐ商品でのパック販売の方法による、販売量の増加などで対応していく意向を有する企業もある。また、大手メーカーでは生産を停止するところがあり、中小メーカーへの発注が見受けられるものの、製造単価切り下げの要請も強く、企業業績の向上にまでつながっていない。
設備投資と雇用・金融状況は現状維持
設備投資は、製造ラインなどへの投資は一巡しており、今後も投資は少ないと考えられる。雇用面では、生産量が伸びていないため、新規採用は少ない。定年延長の影響もあり、今後の新規採用は厳しい状況となっている。

金融面では、中小企業金融円滑化法が25年３月で終了したが、日用品の生産にかかわる業界であるため、急激に販売が落ち込むことは考えにくく、現状では資金繰りは特に問題となっていない。
海外展開は苦戦
　製造された商品は殆ど国内で消費され、海外への輸
出は少ないが、大手企業では24年秋頃まで続いた円高に対応して海外での生産へ移行しており、国内製造の空洞化が進みつつある。中小メーカーが海外に工場を移転することは、資金力、消費地への配送コストなどから難しいが、中国や台湾などの海外で生産を行っている企業もある。しかし、不良品が多数出たり、製造ラインの維持、税制度の違いなどの課題も多く、苦戦している企業も見受けられる。

　海外からの輸入品では、高級石けんや大手量販店などのＰＢ商品が入ってきている。日本人に合う香りや

デザイン、嗜好性で国内メーカーの優位性もあり、大きく影響を受ける状況ではないが、最近の若者のファッション性を重視した購入傾向や、低価格での販売などに警戒する動きも出ている。
今後の見通し　　
24年夏の電力不足に対しては、製造工場の夜および土、日での稼働などで対応したが、電力料金の値上げは、円安による原料輸入高騰と同様に製造原価上昇につながる。しかし、それを製品単価へ転嫁することは厳しい状況もあり、中小メーカーの経営圧迫の要因となる。また、今後、消費税増税が実施されると、商品価格への転嫁が消費低迷のため厳しく、企業収益をより圧迫することにもつながりかねないため、一層経営が厳しくなることが予想されている。

上記の厳しい経営環境の見通しに対し、石けんの専業メーカーでは、固形石けんと液体石けんを組み合わせるなど、新商品開発を展開しているが、高付加価値商品開発が、今後の企業業績を左右することとなるので、企画、商品開発、製造の各部門での人材育成と採用など、効率的な人的投資が重要な課題となっている。 
（江原　均）
石けん、洗顔・ボディ用身体洗浄剤の生産数量、販売数量、出荷金額の推移（全国）

	
	
	
	石けん（浴用・固形／手洗用・液体／その他）
	洗顔・ボディ用身体洗浄剤

	
	
	
	生産数量（t）
	販売数量（t）
	出荷金額

（百万円）
	生産数量（t）
	販売数量（t）
	出荷金額

（百万円）

	平成
	19年
	
	113,693
	132,166
	57,794
	105,608
	111,147
	49,699

	
	20年
	
	109,554
	133,508
	59,415
	101,110
	107,462
	48,941

	
	21年
	
	131,726
	152,971
	70,974
	98,761
	104,157
	45,483

	
	22年
	
	118,153
	139,133
	61,210
	103,718
	107,910
	45,218

	
	23年
	
	118,464
	144,240
	64,130
	110,159
	108,529
	52,457

	
	24年
	
	109,854
	137,373
	59,167
	105,111
	112,494
	61,172

	
	25年
	1月
	8,235
	8,877
	3,667
	6,547
	5,924
	3,401

	　　　　　　
	
	2月
	8,632
	10,512
	4,413
	8,897
	8,301
	4,568


資料：経済産業省『化学工業統計（主要製品統計表）、化学工業統計年報』。

注：調査対象は、従事者10名以上の事業所。
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